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１．伸銅業の概要

 主な事業

伸銅品とは、銅や銅合金を板、条、管、棒、線などに加工した製品の総
称で、他の金属製品と比較して加工性、導電性、熱伝導性、耐食性、ばね
性などに優れており、電気電子部品、熱交換器、配管部材などの幅広い分
野で使用されている。

 業界の規模

・企業数：国内で60社程度（中小企業が大多数）と推定している。
その中で、協会の正会員会社数は41社である。

・市場規模：生産量 約74万トン（2019年度）

 業界の現状

伸銅品の全国生産量は、2007年度までは100万トン／年程度を維持してい
たが、その後リーマンショックなどの影響で減少し、2010年度以降80万ト
ン前後の生産量が続いていた。2019年度は約74万トンとリーマンショック
時（2009年度：75.4万トン）を下回る水準となった。
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２．伸銅業界の「低炭素社会実行計画」概要

 実行計画の対象について

伸銅品はその形状によって、板条製品、管製品、棒線製品の3つの製品群

に分類できる。それぞれの製品群が使用する設備の種類や大きさや製造工
程が大きく異なるため、エネルギー消費量を横並びで比較することは難し
い。そこで実行計画の対象は、伸銅品生産量全体の過半数を占める板条製
品に限ることとした。
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伸銅品生産量（ton）
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管

棒線

 参加企業及びカバー率

現在、協会会員会社41社の内、板条製品を製造している企業は16社であ
る。その16社の内、上位6社で生産量の86％を占めているため、実行計画へ
の参加企業はこの6社（8事業所）とした。
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２．伸銅業界の「低炭素社会実行計画」概要

 目標指標
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 目標値（2018年度に見直し）

2005年度～2010年度の生産活動

量とエネルギー原単位の実績値から
BAUエネルギー原単位の回帰直線を
算出し、各年度とも生産活動量を38
万トンに換算した値で比較する。

板条製品のBAUエネルギー原単位
（重油換算）

2020年目標
（2018年10月策定）

BAUから4％削減（BAU×0.96）の 0.523 kℓ/トン

2030年目標
（2018年10月策定）

BAUから6％削減（BAU×0.94）の 0.512 kℓ/トン



 2019年度の実績値

３．2019年度の取組実績
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基準年度
（2005～2010年度）

2019年度実績 2018年度実績

生産活動量
（万トン）

38.0～49.6 33.9 37.8

エネルギー消費量
（万kℓ） 20.4～23.5 20.0 19.4

内、電力消費量
（万kℓ） 14.6～17.8 14.3 13.2

CO2排出量
（万トン-CO2）

34.3～48.2 38.2 37.8

エネルギー原単位
（kℓ/トン）

0.48～0.54 0.590 0.505

CO2原単位
（トン-CO2/トン）

0.841～0.970 1.127 0.996



３．2019年度の取組実績
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 2020年及び2030年目標に対する進捗率

エネルギー原単位（kℓ/トン） 0.590

エネルギー原単位（kℓ/トン、38万トン換算） 0.570

BAUエネルギー原単位（kℓ/トン、38万トン時） 0.544

2020年削減目標 BAUエネルギー原単位（kℓ/トン）
（4％削減）

0.022

2030年削減目標 BAUエネルギー原単位（kℓ/トン）
（6％削減）

0.033

◎ 進捗率 ＝ (BAU － 原単位実績換算値) ／ 削減目標BAU × 100
2020年：▲118 ％ ＝（0.544 － 0.570）／ 0.022 × 100
2030年：▲ 79 ％ ＝（0.544 － 0.570）／ 0.033 × 100



３．2019年度の取組実績
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 実績エネルギー原単位の推移（38万トン換算時）

※ 2014年度は自然災害対応による個社間での相互支援により、エネルギー消費量の個
社算出データに適切性が欠けるため、推移データより除外としている。
尚、2015年度データへも影響の可能性はあるが特定できなかった。



３．2019年度の取組実績
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 目標に対する要因分析

・2019年度の生産活動量は33.9万トンであり、2018年度と比較すると▲10％と大

きく減少した。35万トン以下の生産活動量は、本実行計画策定時の想定を超える

低いレベルであり、エネルギー原単位が悪化した主要因と考えられる。

また、2019年度までに起業工事を実施した企業が複数社あり、2019年度の稼働

率を低下させる要因となり、エネルギー原単位を悪化させた可能性も窺える。

・2019年度のエネルギー消費量は20.0万kℓであり、2018年度と比較すると3％増

加し、エネルギー原単位を悪化させる要因となった。エネルギー使用量の大きな

製品（薄板製品、高機能銅合金製品）の割合が増えたためと推察される。



３．2019年度の取組実績

9

 省エネ活動に対する各社の活動内容

伸銅メーカー各社では、ファン・ポンプ・コンプレッサー等のインバータ化やエアー

漏れ対策、工場内照明や建屋内照明のLED化、ヒータや予熱炉の断熱対策など

の省エネ活動に継続的に取り組んでいる。

2019年度は、一部の企業で設備更新等が行われたが、昨年度ほどの投資額と

はなっていない。世の中の景気状況を勘案すると、今後も2019年度程度の投資額

が続くものと推察される。



４．低炭素製品・サービス等による他部門での貢献
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低炭素製品・
サービス等

削減実績
（2019年度）

削減見込量
（2020年度）

削減見込量
（2030年度）

1 高強度薄板銅合金条

自動車や携帯端末などの
小型コネクタに使用され、
機器の小型化・軽量化に
よる低炭素化に貢献した。

5Gや高度ICT(自動運転等)等に必要な機器中で、コネ
クタ用材料としての使用量が増大していくと予想さ
れ、5Gや高度ICTの普及による低炭素化に貢献して
いくものと予想される。

2 高導電高強度銅合金条

xEV中の電子ユニットの
ブスバー等に使用され、
xEVの普及促進による低
炭素化に貢献した。

次世代自動車で使用されるSiパワー半導体は、SiCパ
ワー半導体への置き換えで2030年に約1,515万トン/
年のCO2排出量削減を謳っており、この削減の一部
にも貢献していくものと予想される。

 取組実績

• コネクタの小型化ニーズに対応するため、より高強度な銅合金条を提供することで、
強度を維持しつつ板厚の減少を可能にしている。その結果、自動車や携帯端末など
の小型化・軽量化を実現し、製造時における資源・エネルギーの削減の他、製品保
管や輸送時における省エネルギー化の面で、低炭素社会に貢献している。

• またモーター駆動を有する自動車（ＨＶ,ＰＨＶ，ＥＶ）では、通電部材の発熱低
減のニーズがあり、高導電高強度銅合金条を提供している。間接的ではあるが、エ
コカーの普及を促進し、低炭素社会化に貢献している。



端子幅 ６．３５ ㎜ ２．８０ ㎜ １．００ ㎜
端子厚 ０．８０ ㎜ ０．５０ ㎜ ０．６４ ㎜

材料板厚 0.5～0.8 ㎜ 0.5 ㎜ 0.2～0.3 ㎜

２５０端子 １１０端子 ０４０端子

４．低炭素製品・サービス等による他部門での貢献
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 参考:車載向け(汎用)エレクトロニクス端子のサイズの変化



 ヘテロナノ超高強度銅合金材の開発
（2018年度 NEDO戦略的省エネルギー技術革新プログラム）

・テーマの目的・概要

ヘテロナノ組織を有する超高強度銅合金を開発することによって、ステ
ンレス鋼からの代替や、既存の銅合金製品の軽薄短小化を促進し、省エ
ネルギーを実現する。また、水素インフラのコスト削減による水素社会
の普及促進にも寄与する。

・省エネ効果量（原油換算、国内）

・ロードマップ

５．革新的技術の開発・導入
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2030年

10.1 万kℓ

2019 2020 2025 2030 2050

基礎研究・実証実験 実用化 普及



６．その他の取り組み

 業務部門での取り組み
ほとんどの企業が賃貸ビルへの入居なので、エネルギー削減努力が把握しにくいため、

業界としての目標策定は行っていない。

 運輸部門での取り組み
参加企業各社とも自家物流に該当する部門が無いため、業界としての目標は策定して

いない。

各社とも省エネ法の定めに基づき、荷主として運輸部門でのCO2削減に努めている。

 情報発信の取り組み
業界としては、エネルギー・環境対策委員会を定期的に開催し、各社の省エネ活動，省

エネ事例について共有・展開を図っている。また、低炭素社会実行計画での活動結果を、
会員専用ホームページ上に公開している。

個社においては、省エネ活動状況を、それぞれの企業ホームページ上で公開している。
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